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研究成果の概要（和文）：サービス産業の生産性の低迷が，わが国の経済成長率の減退の要因と

して指摘されている．しかしサービス産業の構造は製造業ほど明らかになっておらず，経済全

体の生産性を計測するためには，サービス産業に適した計測手法の開発が必要である．本研究

では，飲食，衣料販売，宿泊など対個人サービス業の生産性計測に応用可能な新たなモデルを

開発し，美容産業について実証分析を行った．加えて，データに混在する需要要素を，企業の

技術進歩による生産性から除くための新たな推定モデルを開発し，生産性を計測した． 
 
研究成果の概要（英文）：After the burst of babble economy in 1991, Japanese economic 
growth rate has been decreasing obviously, and as one of reasons, it is pointed out that the 
service sector productivity keeps going down . However, it is not clear the structure of 
service industry theoretically as well as manufacture’s one. In order to measure the 
productivity of whole the economy, we should develop the new theoretical model and 
method of measuring the productivity for the service industry. We proposed the new model 
for the service industry e.g. the hair salon, restaurant, hotels and any other services for 
individual. Moreover, we showed the new econometric model to identify demand effects 
which are included in data. It could be possible to measure the pure technological 
productivity empirically.    
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１．研究開始当初の背景 

生産関数を正しく特定化し，推定する作業

は実証経済学の大きなトピックの一つであ

る．これは，生産性分析をはじめ，経済成長，

人的資本の研究，公共投資の評価等その他多

岐にわたる理論，実証分析に有用である． 
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これまでの研究では，長期にわたり製造業

中心に行われてきた．わが国に関しても，「日

本」といえば製造業を中心に「ものづくり」

において技術力が高い国という印象を国内

外問わず持たれており，製造業の生産性，技

術力がわが国の成長力の源泉となると考え

られ数多くの理論・実証研究が行われてきた． 
しかし GDP ベースで計ると，わが国では

非製造業が全体の 70％以上となっており，そ

の中でもサービス業は GDP シェアの 20%を

超え（運輸，卸売・小売業を含めると 45％以

上），2000 年以降は製造業のシェアを上回っ

ている．対 GDP シェアを見ても明らかなよ

うに，すでに製造業のみで経済全体の活動を

説明できる時代ではなく，非製造業独自の技

術構造を明らかにし，それに基づく理論・統

計モデルを用いた生産性計測を行う必要が

ある．特にサービス産業は経済活動にとって

も労働市場の大きさからも非常に重要な業

種であるにも関らず，データの入手困難さや

主要産業と認識されなかった経緯から先行

研究は稀少で，供給，需要構造とも明らかで

はない． 
一方，わが国ではここ数年サービス産業が

注目を集めるようになってきたが，理由は皮

肉にもその生産性の低さであった．2005 年の

OECD 加盟国の労働生産性比較において，わ

が国のサービス産業は 30 カ国中 20 位で，一

方，製造業に限定すれば 6 位であった．これ

により，サービス産業の低迷がわが国の生産

性の上昇の足かせになっていると捉えられ

るようになった． 
ここで着目すべきは，現状のサービス産業

の生産性の定義である．上記国際比較，官公

庁レポート，既存研究においてもデータの不

備等の事情により，そのほとんどが労働者一

人当たりの売上高や付加価値で測られた労

働生産性を生産性の指標としている．周知の

様に，サービス産業は業種が多岐に渡り，労

働集約的な産業もあれば，鉄道やバスによる

運輸サービスなど資本集約的な産業も存在

するため，必ずしも上述のような労働生産性

が適切な生産性指標とは言えない． 
しかし仮に資本のデータが整備されたと

しても，製造業を想定して開発された既存の

指標を応用するのは適切でない．製造業は在

庫を持ち，供給側の情報のみで，一単位の投

入要素(資本,労働等)の増加が何単位のアウ

トプットの上昇をもたらすのかによって生

産性を定義する．しかしサービスは無形で，

生産と消費が同時に同一の場所で行われる

（同時性と不可分性）ため，生産行動(供給)

と消費者行動(需要)を切り離せないという

固有の性質を持つからである． 

さらにサービス産業の大きな特徴として，

製造業と比較して業態が多種多様であり各

業種の付加価値の源泉がわかりにくいこと

が挙げられる． 

つまりサービス産業の生産性計測のため

には，既存研究の定義に留まらず，各業種の

付加価値の源泉について精緻に定義した上

で需要構造と供給構造を考慮した構造的モ

デリングをした上で統計解析を行う必要が

ある． 
 
２．研究の目的 
これまでの実証研究ではデータの入手可

能性や，そもそも経済理論が製造業を念頭に

おくモデルを扱っている等の種々の理由で，

製造業の生産関数の分析が大多数である．し

かし前述の様に GDP ベースで計ると，非製

造業が全体の 70％を占める現在では，非製造

業に関する分析も経済全体の分析のために

必要不可欠である． 
周知のように，近年急速な少子高齢化が進

む中で，日本経済の活力を長期的に維持して

いくためには，有効な生産性向上策が求めら

れることになる． 
経済全体の生産性を正確に計測するため

には，非製造業独自の技術構造を明らかにし，

それに基づく理論・統計モデルを用いた生産

性計測が必要である．特にサービス産業は

GDP シェアの 20%を超え，2000 年以降は製

造業のシェアを上回っており，経済活動にと

っても労働市場の大きさからも非常に重要

な業種である．しかしながら，データの入手

困難さや主要産業と認識されなかった経緯

から先行研究は稀少で，供給，需要構造とも

明らかではない． 
これに鑑み，本研究は非製造業の中でも特

にサービス産業の生産技術の構造を調べる

ことを目的とする． 
 
３．研究の方法 
本研究課題は大きく，(1) セグメントデー

タ及び事業所レベルデータを用いた製造業

とサービス業の生産性計測，(2) 美容院業の

マイクロデータを用いた需要・供給関数の構

造モデリングの構築とその統計解析，(3) 政
策提言に関わる問題として，わが国のサービ

ス業の発展によるインフラストラクチャー

の整備と地域別の出生率に関する理論及び

実証分析に分けられる． 
(1) 製造業・サービス産業の生産性計測で

は，従来の全要素生産性(TFP)を用いた生産性

計測の計量経済学上の問題を部分的に克服



 

 

した Olley and Pakes(1996), Levinsohn and 
Petrin(1999, 2003)の手法をベースにして，新

たな推定量を開発し，実証研究を行った．経

済学で標準的に用いられる TFP は生産関数

を推定した後に得られる残差をインプット

の投入以外に生産に寄与した質や技術，生産

性の向上と捉える．しかしこの仮定の下では

各企業は毎期自社の技術力の水準を知らず

に（無視して）投資や雇用を行っていること

になる．この現実的に妥当とは言えない仮定

を緩め，企業は自身の技術力（生産性）まで

見越した上で利潤最大化を行い，投資計画や

インプットの量を決定することを許すモデ

ルを提案した．具体的な推定方法は，セミパ

ラメトリック操作変数法と部分回帰を用い，

推定後に企業からは観察されないマクロシ

ョックと自社の技術（生産性）を別々に取り

出した． 
(2) 美容院のマイクロデータを用いた構造

モデリング分析では，まずサービス産業は生

産活動の同時性と不可分性という性質も持

っており，さらに付加価値の源泉がわかりに

くいという特徴があるため，美容院業の付加

価値の定義を行った．次に供給側は，目的変

数を供給可能なサービス量，説明変数を従業

員数や，延べ床面積，立地状況などとする

「Capacity 関数」とした．需要側は消費者行

動を顧客の品質に対する選好を考慮して定

式化した．供給側のモデリングでは，各労働

者と集計した店舗の需要に影響を受けない

純粋な技術力（生産性）を計測するために，

時間単位，日次，週次，月次，年次と様々な

単位で，最大サービス供給量や売上高を計測

した．その上で，必要な機械，材料，施設な

どを組み込んだ Capacity 関数を特定化した．

この需要関数と Capacity 関数を同時推定し，

生産性の計測を行った． 
(3) わが国のサービス業の発展によるイン

フラストラクチャーの整備と地域別の出生

率に関する分析では，理論モデルの構築と実

証分析を行った．この研究は OECD において

2005 年に報告された先進国の女性就業率と

出生率の相関が正になったことが契機とな

った．経済学でも一般認識でも，女性の社会

進出が進むと出生率は下がるという負の相

関がみられるとされてきたが，1980 年以降は

符号の逆転現象が見られている．また，都会

と地方の婚姻や出生率の違いと，地域サービ

スの差にも着眼した．具体的に理論モデルで

は，個人の効用関数に消費サービス質とそれ

らの購入行動を加え，子育てのコストと共に

出生率決定の内生変数とする新たなモデル

を構築した．統計解析では，標準的に考慮さ

れる人口比率，婚姻率などを考慮した上で娯

楽施設や商業施設などサービス業の普及率

をコントロールし，地域別出生率関数の推定

を行った． 
 
４．研究成果 

(1)本研究は非製造業の中でも特にサービ
ス産業の生産技術の構造を明らかにし，計測
することを目的としてきた．サービス産業の
生産性は①データ（特に資本ストック）が十
分に存在しない，② 業種が多種多様なため
既存のモデルの適用が妥当でない，という問
題点がある． 
「１．研究開始当初の背景」で述べた様に，

この ① の問題点からサービス産業におい
て，国際比較，官公庁レポート，既存研究に
おいてもそのほとんどが労働者一人当たり
の売上高や付加価値で測られた労働生産性
を生産性の指標としていることを指摘する．
さらにその結果からサービス産業の低迷が
わが国の生産性の上昇の足かせになってい
ると捉えられていることを問題視し，サービ
ス産業の各業種について，資本の情報も用い
た生産性の計測を行い，労働生産性が妥当で
あるのかを検証した．その結果を「セグメン
トデータを用いたサービス産業の生産性の
計測」，『経済論叢』，2009 年 4 月に報告し
た．結果は，サービス産業の生産活動にも製
造業と同様に資本（機械や施設など）は用い
られており，それらの影響を考慮した生産性
計測が不可欠であることを示した． 
続いて ② の「既存のモデルの適用が妥当

でない」について，仮に資本のデータが整備

されたとしても，製造業を想定して開発され

た既存の指標を応用するのは適切でないこ

とを指摘してきた．製造業は在庫を持ち，供

給側の情報のみで，一単位の投入要素(資本,
労働等)の増加が何単位のアウトプットの上

昇をもたらすのかによって生産性を定義す

る．しかしサービスは無形で，生産と消費が

同時に同一の場所で行われるため，生産行動

(供給)と消費者行動(需要)を切り離せないと

いう固有の性質を持つからである．さらにサ

ービス産業の大きな特徴として，製造業と比

較して業態が多種多様であり各業種の付加

価値の源泉がわかりにくいことが挙げられ

る．つまりサービス産業の生産性計測のため

には，各業種の付加価値の源泉が何であるか

を定義し，個別業種の生産性計測モデルを構

築する必要がある．  
そこで本研究課題では，サービス産業の中

でも比較的単純な生産構造を持つ美容産業

をまず分析対象とした．数年前から収集して

いる美容院のマイクロデータを観察しなが

ら，まず美容院業の付加価値の定義を行った．



 

 

供給側は，目的変数を供給可能なサービス量，

説明変数を従業員数や，延べ床面積，立地状

況などとする「Capacity 関数」とし，消費者

行動を顧客の品質に対する選好を考慮して

定式化した．これらの結果を，"On the 
productivity of hair salons”に収め, Frontier of 
Economic Analysis Based on Micro data ( 2009
年 9 月)で報告した． 

(2)本研究課題では，新たな生産性計測のた

めの計量・統計モデルの開発も行った．生産

性計測には，必要なデータを入手でき，個別

の産業に対応した経済モデルを構築できた

としても，生産性に需要要因が含まれてしま

うという問題がある．生産性とはそもそも供

給サイドの行動に基づくものであるが，入手

可能なデータが金額ベースであることから

需要サイドの情報や需要ショック，景気ショ

ックが生産性に含まれてしまうからである．

その統計上の問題を解決し，純粋な技術進歩

や資源節約的な生産性向上と，需要変動を識

別するためのモデル開発を行い新たなモデ

ルを提案し，既存手法との計測結果の違いを

示 し た ． そ れ ら の 結 果 は ， "Measuring 
Firm-Specific Productivities": Did we lose “the 
lost decade? ”に収められており，2010 年 3 月

に Yale 大学と Seoul National University のセ

ミナーで報告した． 
(3)また政策提言に関わる問題として，わが

国のサービス業の発展によるインフラスト

ラクチャーの整備と地域別の出生率につい

ての研究を行った．近年，わが国では出生率

の急速な低下が続いている．しかし，実際に

は都市部とそれ以外の地域では出生率の水

準，変化率には差異がある．具体的には，こ

の地域差を考慮した新たな出生率を説明す

るモデルを開発し，実証分析を行った．結果，

わが国に関しては，従来出生率と深い関係が

あるとされてきた，婚姻率，人口比率などで

は不十分で，消費行動に関わるインフラスト

ラクチャーの地域差を考慮することが重要

であることがわかった．この知見は，わが国

が今後どのような，少子化対策を行うべきか

を考える上で，個人の嗜好やライフスタイル

に影響を与えるインフラストラクチャーの

整備が有益であり，このインフラストラクチ

ャーには公共投資や工場誘致などではなく，

民間サービスの向上という意味でのサービ

ス産業の発展が貢献する可能性を示唆する．

この結果は，“On the persistence of low birth
rates in Japan,” 『Fertility and Public Policy』，
 Takayama, N. and Welding, M 編著, 第5章，

MIT Press, 2009年に収められている． 
(4)以上より本研究課題では，① サービス

産業の生産性計測においては労働生産性の

みで，製造業と同様に資本の情報も必要であ

ることを示し，② 需要行動も取り入れた新

たな構造モデルを構築し，それを用いた同時

推定による生産性計測を行い， ③ データに

含まれる需要要素を識別するための新たな

推定量を提案した．サービス業に関する生産

性分析が希少な中で，実証，モデリング，推

定量開発を行えたことは非常に意義がある

と言える． 
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